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資料 ３ 

 

第１９０回国会 参議院内閣委員会 会議録（抜粋） 
（平成２８年４月２８日） 

 

○山本香苗君  

 今日は高鳥副大臣にお越しいただいているので、ちょっと順番変えて質問させて

いただきたいと思いますが、総務省において平成二十五年度から地域運営組織につ

いて調査研究を行っていただいておりますけれども、この内容と、またこれどう進め

ていかれますか、今後。 

 

○政府参考人（原田淳志君） 

 お答えいたします。 

 総務省では、平成二十五年度から、この地域住民が主体となって暮らしを支える活

動に取り組む組織、これを地域運営組織と呼んでおりまして、小田切明治大学教授を

座長とする研究会を設置しまして、実態調査等々を含めまして調査研究を行ってお

ります。 

 具体的には、その現状把握を行ったところ、組織の形成や持続的な運営に当たって

は、人材の確保や育成、また安定的な財源の確保などが課題となっていることが明ら

かになっておりますので、これまでの間、委員会の方からは、そのような先進事例の

体系的な整理、また人材の確保、育成のための方策、また地方自治体の財政的、人的

支援の方策について御提言をいただいておりますし、二十八年度においても同様で

ございます。 

 総務省としましては、このような地方公共団体に対しまして、こうした調査結果の

成果の周知を行って横の展開を進めていくとともに、本年三月には、まち・ひと、し

ごと創生本部に地域の課題解決のための地域運営組織に関する有識者会議、これが

設置されておりますので、ここへも協力するとともに、関係省庁とも連携をしながら、

この地域住民の方々が主体となる地域課題解決のための取組につきまして、しっか

りと支援していくために頑張ってまいりたいと思っております。 

 

○山本香苗君 

 今おっしゃっていただいた地域運営組織という仕組みというのは、この少子高齢

化社会を迎える中で住民主体の課題解決を図るわけで、非常に効果的な取組だと思

っておりますし、その必要性も高まっていると思います。 

 しかしながら、そのほとんどが任意団体となっておりまして、法人格がないと。そ
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のために、例えば契約行為というのが代表者個人の契約になってしまうようなケー

スも多々あって大変な状況でございますし、また公共的な活動であるにもかかわら

ず税制上の優遇措置も受けられない、そういった課題が様々あるわけです。 

 今、原田審議官から御紹介いただいた調査研究報告書において、この法人格という

のを既存の制度の中でいろいろ比較をしていっているわけですけれども、その中で

ＮＰＯ法人が最もなじみやすい法人格というふうにされているんですが、他方で、Ｎ

ＰＯ法人では入会制限ができないから他地域からの入会を拒めず、地縁の区域に構

成員が限定されるためなじまないといった御意見もあります。 

 そこでお伺いしたいんですが、ＮＰＯ法二条で、「社員の資格の得喪に関して、不

当な条件を付さないこと。」とされておりますけれども、会員の資格を地域住民に限

定するということは不当な条件に当たるんでしょうか。例えば、何とか市何々町とい

う形に、居住する者といった制限を掛けることは可能なんでしょうか。 

 

○政府参考人（浜田省司君） 

 御質問いただきましたＮＰＯ法の第二条でございますが、この趣旨は、ＮＰＯ法人

が不特定多数の利益の増進を目的とするということがございますので、この資格と

いたしましても、一般の人が誰でも加入できるようにするというのが基本だという

考え方に基づくものでございます。 

 しかしながら、社員の資格を特定の地域の住民に限りますことが事業内容などと

の関係から見て合理的なものであれば、この不当な条件には当たらず許容される場

合もあるというふうに思っております。 

 どのような制限であれば、例えば広さですとか人口規模ですとか、不当な条件とな

るかならないかにつきましては一律に決まるものではございませんで、この限定の

仕方と事業内容との相関関係で、事務に当たっております都道府県又は政令指定都

市、我々は所轄庁と申しておりますが、こちらの方で御判断をいただくということだ

と思っております。 

 御質問ございましたように、会員の資格を最小行政単位であります市区町村より

も狭い区域の在住者に実質的に限るということも、事業内容等の関係から合理的な

ものであれば、通常は不当な条件には当たらず可能であるというふうに考えており

ます。 

 

○山本香苗君 

 可能だと言うんですけど、ＱアンドＡ見ますと、何々町の住民以外の者が社員とし

て加入することを一切拒否するのであれば、事業内容によっては不当な条件となら

ざるを得ないでしょうと書いてあるんです。これ、どういう意味ですか。 
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○政府参考人（浜田省司君） 

 このＱアンドＡの趣旨でございますが、二つポイントがございまして、一つは団体

運営の閉鎖性あるいは排他性というような問題でございます。会員の資格の地域を

極めて狭く限定した上で、それ以外の者を一人たりとも入れないというような厳格

な地域制限を、資格制限を設けますと、実質的にこれが共益的、親睦会的な団体にな

るのではないかと、不特定多数の利益を追求する団体とは言えなくなるのではない

かということがございまして、そういう場合には不当な条件に該当する可能性があ

るということを一つは申し上げたいという内容でございます。 

 もう一つは、事業内容との関係での合理性があるかどうかということでございま

して、例えて申しますと、活動区域は市町村を越えて市内全域とかあるいは県内全域

とか、こういう広い地域を設定されているにもかかわらず会員資格を極めて狭い区

域にすると、こういうことになりますと、事業内容と会員資格制限の間に合理的な関

係がないというような場合にはこの不当な条件に該当してしまう可能性が高いので

はないかと、こういう趣旨を申し上げているところでございます。 

 

○山本香苗君 

 常時活動に参加できることの制限を設けるということで、事実上会員を地域住民

に制限することは不当な条件に当たりますか。 

 

○政府参考人（浜田省司君） 

 個別の事案の判断は申請された案件全体の実態に照らして所轄庁で御判断をいた

だくと、都道府県、政令市で御判断いただくということでございますが、一般論とし

て申し上げますと、御質問がありましたように、地域の課題解決に取り組む団体が、

当該活動に理解があり、かつ常時活動に参加できる者に会員の資格を限定とすると

いう形を取りまして会員資格を市町村の区域よりも狭い地域の住民に実質的に限定

するということは、一般的には許容されるというふうに考えております。 

 

○山本香苗君 

 要するに、地域運営組織は現行のＮＰＯ法人で十分できるということですか。 

 

○政府参考人（浜田省司君） 

 実質的な形で限定するということはできるというふうに思っております。 
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○山本香苗君 

 そこで、高鳥副大臣にお伺いしたいわけなんですけれども、今のやり取り聞いてい

ただいていたように、できるというんですよ。なんですけれども、ＮＰＯ法人など既

存の制度ではできないといって二百近い自治体の方々がネットワークをつくられて、

そして新たな法人格を求める要望書というのを政府に提出されているんですね。そ

の中には高鳥副大臣の御地元の十日町市も入っています。 

 そういう状況なんですが、何でこうしたことが起きるのかと、もういろいろ考えて

みたんですね。そうしたら、大体二つぐらい理由があるだろうと。 

 一つは、やっぱり聞いていて、不当な条件に当たるかどうかという基準がよく分か

らないと、曖昧なんです。ここは是非明確にしていただいて、こういう地域運営組織、

これでできるんだということを明確にしていただきたいと思うんですね。 

 二つ目は、周知がなされていないということなんです。ちょっとレクのときにお伺

いしましたら、自治体等に対してこういうものを文書をもって周知したことありま

すかと言ったら、ないそうなんですね。 

 是非、この二点はすぐできる話ですし、今日は子ども・子育てという話ですけれど

も、私は、子ども・子育てといったときに、決して保育士だけが担い手であるとは思

わないんです。地域の皆さん方も担い手になるわけで、こうした地域運営組織といっ

たところがしっかりとできるような体制、これは特に厳しいところなんですよね、都

市部というよりも、そういったところでやっていただいているものですから、早くこ

ういうことでできるんだよとやってあげた方がいいと思いますので、是非この二点、

早急に高鳥副大臣のリーダーシップで解決をしていただきたいと思いますが、いか

がでしょうか。 

 

○副大臣（高鳥修一君） 

 山本委員にお答えをさせていただきます。 

 今政府参考人の方から具体的なお話はさせていただきましたけれども、最終的な

判断、これはその認証事務を行う所轄庁、都道府県あるいは政令指定都市が個別の事

例に応じて判断をするということでありますが、委員御指摘の基準、これが曖昧であ

ると。それから、周知は、自治体の方にこれＱアンドＡは送っているということであ

りますけれども、まだまだ徹底が足りないという御指摘でございます。 

 御指摘を踏まえまして、こういった事例が分かりやすくなるように前向きに検討

してまいりたいと思いますし、しっかり取り組んでまいりたいと思います。 

 

○山本香苗君 

 是非よろしくお願い申し上げたいと思います。 


